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年約 199 万世帯から 2013 年約 350 万世帯と、約 160 万世帯増加している。なかで
も公営の借家である公営住宅に居住する単身高齢世帯は 1998 年約 22 万世帯から
2013 年約 48 万世帯と 2 倍以上に増加し、今後も公営住宅に居住する高齢者が増加
すると予想される。 
公営住宅は戦後、住宅に困窮する低額所得者を対象に国民生活の安定と社会福祉
の増進に寄与することを目的に建設され、2014 年時点で約 216 万戸に達している。






2014 年時点で約 26 万戸と、各都道府県のなかで管理戸数が突出しており、大都市
のなかに 1000 戸以上の大規模住宅団地が数多く配置されている。特に新宿区は約

































































































































環境を支える活動の実施、の 4 点について提言している。 
以上、本研究の成果は、都営住宅において住宅改善や既存施設の利用などに応用
できると共に、今後、戸山ハイツ地域のあり方を考える時に有益で貴重な資料とな
ると明言できる。なお、審査委員会からは、実施した多くの調査の位置づけを明確
にすること、また、分析の読み込みをなお一層深めるようにとの指摘があり、それ
ら意見を踏まえて、現代の課題に照らし合わせて、今後に活かす提案ができれば、
研究の意義・価値は一層高まるとの指導を得た。 
 以上より、審査委員会は、研究課題としての重要性、研究手法の妥当性、分析・
考察の深さ・的確性、さらに、独創性について審査した結果、本論文は、全てにお
いて高く評価でき、博士（学術）授与に十分値すると全員一致で判断した。 
